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I.   本資料の目的 

1. 本資料は、2017 年 6 月の IFRS 解釈指針委員会（以下「IFRS-IC」という。）会議にお
いて議論された、事業を構成しない資産グループの取得に関するIFRS第3号「企業結

合」（以下「IFRS第3号」という。）の取扱いについて、アジェンダ決定案の内容をご

説明し、当委員会の対応（案）についてご意見をいただくことを目的として作成して

いる。 

 

II. 背景及び経緯 

2. IFRS-IC は、企業が事業に該当しない資産グループ（金融商品及び非金融商品の両方
を含む。）について、これを構成する資産及び負債それぞれの公正価値の合計額とは異

なる対価で取得した場合に、IFRS 第 3 号の第 2 項(b)における資産グループの取得原

価の配分をどのように行うべきかを照会する要望書を受けとった。 

3. IFRS 第 3 号の第 2 項(b)では、資産グループの取得原価の配分を、取得日における認
識可能な個別の資産及び負債の公正価値に基づいて配分することとされている。 

IFRS第3号第2項 

本基準は企業結合の定義を満たす取引又はその他の事象に適用される。本基準は次の取引に

は適用しない。 

(b) 事業を構成しない資産又は資産グループの取得。そのような場合、取得企業は、識別可

能な取得した個別の資産（IAS第38号「無形資産」の無形資産の定義及び認識要件を満た

す資産を含む）及び引き受けた負債を識別し、認識しなければならない。グループの取

得原価は、購入日における対応する公正価値に基づいて、認識可能な個別の資産及び負

債に配分しなければならない。当該取引又は事象によりのれんは発生しない。 

4. 一方、IFRS第9号「金融商品」（以下「IFRS第9号」という。）では、企業は、当初認
識時に、金融資産又は金融負債を公正価値で測定しなければならないとされている。 

IFRS第9号5.1.1項 

5.1.3項の範囲に含まれる営業債権を除き、当初認識時に、企業は、金融資産又は金融負債

を公正価値で測定しなければならない。純損益を通じて公正価値で測定するものではない金
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融資産又は金融負債の場合には、金融資産の取得又は金融負債の発行に直接起因する取引コ

ストを加算又は減算する。 

5. 要望書の提出者は、このような取引については、IFRS第3号及びIFRS第9号の適用
関係が潜在的に競合していると考えたことから、考えられる見解を次のように示した

うえで、どの基準が優先されるのかをIFRS-ICに質問している。 

(1) 見解1：IFRS第3号とIFRS第9号を両方とも適用する。 

(2) 見解2：観察可能な公正価値を有する金融商品についてのみIFRS第9号を優先
して適用する。 

(3) 見解3：すべての金融商品を公正価値で測定する。 

6. 要望書では、事実と状況により異なるアプローチが適切となる可能性があるとする見
解4も提案されている。 

7. 見解1では、企業はまずIFRS第3号を適用して、取得した資産グループにおける個々
の識別可能な資産及び負債に対し、対応する公正価値に基づいて取引価格を配分する。

次に、IFRS第9号の5.1.1項を適用して、それぞれの金融商品を当初測定する。配分

された取引価格が資産グループを構成する取得された金融商品の公正価値と異なる場

合には、IFRS第9号のB5.1.2A項を適用するとしている。 

IFRS第9号B5.1.2A項（強調は事務局追加） 

当初認識時の金融商品の公正価値の最善の証拠は、通常は取引価格（すなわち、手放した対

価又は受け取った対価の公正価値、IFRS第13号も参照）である。当初認識時の公正価値が

5.1.1A項で述べたように取引価格と異なると企業が判断する場合には、企業は当該金融商品

を当該日において次のように会計処理しなければならない。 

(a) その公正価値が同一の資産又は負債についての活発な市場における相場価格（すなわ

ち、レベル1のインプット）の証拠がある場合、又は観察可能な市場からのデータのみ

を用いた評価技法に基づいている場合には、5.1.1項で要求している測定で会計処理す

る。企業は、当初認識時の公正価値と取引価格との差額を利得又は損失として認識しな

ければならない。 

(b) 他のすべての場合には、5.1.1項で要求している測定を、当初認識時の公正価値と取引

価格との差額を繰り延べるように調整した額で会計処理する。当初認識後、企業は、資

産又は損失として繰り延べた差額を、市場参加者が当該資産又は負債の価格付けを行

う場合の考慮に入れるであろう要因（時間を含む）の変化から生じている範囲でのみ、

認識しなければならない。 
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8. 見解2では、企業はまずIFRS第9号のB5.1.2A項(a)に示されている観察可能な公正
価値を有する金融商品を測定する。次に、企業は取引価格の残額を、残存する識別可

能な金融商品並びに非金融資産及び負債に対し、対応する公正価値に基づいて配分す

る。要望書の提出者は、このアプローチを適用すれば、金融商品の当初認識時に公正

価値と取引価格との差額を利得又は損失として認識することはないと述べている。 

9. 見解3では、企業はまずすべての金融商品を公正価値で測定し、次に取引価格の残額
を、残存する識別可能な非金融資産及び負債に対し、対応する公正価値に基づいて配

分する。要望書の提出者は、見解2と同様に、このアプローチを適用すれば、金融資

産の当初認識時に公正価値と取引価格との差額を利得又は損失として認識することは

ないと述べている。 

 

III. 2017年6月のIFRS-IC会議における議論 

アウトリーチの結果 

10. IASBスタッフが、各法域の関係者に対し、アウトリーチを行った結果は次のとおりで
あった。 

(1) 当該取引について、一般的なものとする回答者とそうでないとする回答者の割
合はほぼ半々であった1。ある回答者は通常、資産の取得時における取引価格と

取得した資産及び負債の公正価値の合計との差額は重要ではないと述べた。 

(2) 回答者によると、このような取引は不動産業界で最もよく見受けられ、その他、
銀行融資等に対応する単一資産投資不動産事業体（single-asset investment 

property entities）や採掘産業等で発生するとされた。 

(3) このような取引は IASB が IFRS 第 3 号の事業の定義に関する修正案を最終化し
た後に増加する可能性があると述べた回答者もいた。提案されている定義を適

用すると、現在の定義において事業の取得とされている取引のうち資産グルー

プの取得になる可能性がある取引が存在するからである。 

(4) 回答者は、実務では見解 1 も見解 3 もともにみられるが、見解 3 が支配的な取
扱いであるとコメントしている。見解 2 がみられるとした回答者は 1 人のみで

あった。 

(5) ある回答者は、会計処理は差額の発生する原因によるとした。例えば、見積りの

                            
1 一般的なものであるとしたのはオーストラリア、カナダ、フランス、香港及びノルウエー、一般

的なものでないとしたのはドイツ、ベルギー及び日本である。 
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不確実性によって生じる差額は、識別可能な資産及び負債の公正価値の再評価

の必要性や根本的な経済的理由を示す場合もある。 

(6) ある回答者は未使用の税務上の繰越欠損金から生じる繰延税金資産を含む非金
融資産及び負債のグループからも同様の疑問が生じるとした。そのような繰延

税金資産に対する IAS 第 12 号「法人所得税」における当初測定の要求事項は、

取得したグループ内の識別可能な資産及び負債に対応する公正価値に基づいた

原価による測定とは異なる。 

IASBスタッフの分析 

11. IASBスタッフは、まず、IFRS第3号の第2項(b)について、次のような分析を示し、
本資料の第 5 項にあげられた見解のうち、「見解 1（以下「第 1 のアプローチ」とい

う。）」を支持する考えを示した。 

(1) IFRS第3号の第2項(b)は資産及び負債を識別し、個々の取引価格を決定するこ
とについて定めるものであり、当初測定の要求事項を定めるものではない。従っ

て、他の当初測定を定める基準（IFRS 第 9 号など）との競合は存在せず、資産

グループ内の識別可能な資産及び負債に対しては双方の定めが適用されること

になる。 

(2) この見解によれば、原価以外の金額で当初測定された資産及び負債を当初認識
する際に、利得又は損失が生じることはありうる。IASBスタッフは、これは（IFRS

第9号や IAS第41号「農業」2のような）IFRS基準で要求されていることであ

り、不適切なものであるとは考えていない。また、IASB スタッフは、割安購入

益を認識する場合3と同様に、企業が資産グループに含まれる資産及び負債の

個々の公正価値を決定するために使用した手続きを見直すことにより、差額は

なくなるか、より小さいものとなると考えている。 

                            
2 IAS第41号は、生物資産について、売却コスト控除後の公正価値で当初測定し、取得原価との差

額は発生した期の純損益に含めることを求めている。 
3 IFRS第3号第36項 

「割安購入益を認識する前に、取得企業は、取得したすべての資産及び引き受けたすべての負債を

正しく識別しているかどうか再検討し、当該レビューで識別したすべての追加的資産又は負債を認

識しなければならない。次に、取得企業は、次の項目すべてについて、本基準が取得日時点で認識

を求めている金額を測定するのに用いた手続をレビューしなければならない。 

(a) 取得した識別可能な資産及び引き受けた負債 
(b) 被取得企業の非支配持分 
(c) 段階的に達成された企業結合の場合、取得企業が従来保有していた被取得企業の資本持分 
(d) 移転された対価 
このレビューの目的は、これらの測定が、取得日時点のすべての入手可能な情報の考慮を適切に反

映していることを確かめることにある。」 
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12. 次に、スタッフはIFRS第3号の第2項(b)を当初測定の方法を定めていると読む場合
には、IFRS第9号などの他の基準との競合が生じうるとし、「代替的な見解（以下「第

2のアプローチ」という。）」として、次の方法を示した。 

(1) 企業はまず、IFRS第3号の第2項(b)に従って、取得日における資産グループ内
の取得した資産及び引き受けた負債を識別して当初認識する。 

(2) 次に、他の基準が特定の資産又は負債の当初測定について具体的な定めを設け
ている場合には、当該定めに従って識別した資産又は負債の当初測定を行う。 

(3) 取得した資産グループの取引価格から(2)で決定された金額を控除した残額を、
残りの識別可能な資産及び負債に、その対応する公正価値に基づいて配分する。 

13. IASBスタッフは、第2のアプローチは、識別可能な資産及び負債が金融商品しかない
ような場合には、本資料の第9項で示した見解3と同様の結果になるとしている。た

だし、取得した資産グループに金融商品が含まれる場合に他の取得した資産及び負債

と別個の取扱いを設けるように定めるIFRS基準の定めはないと考えている。 

14. IASBスタッフは、第2のアプローチからもたらされる結果の問題点について、識別可
能な資産で構成される資産グループをCU330で取得した場合の例を、図表1に示すシ

ナリオを用いて説明している。 

15. シナリオAでは、企業はCU330の取引価格を図表2のように配分する。IASBスタッフ
は、このような場合に生物資産及び金融資産に対しては公正価値の金額が取引価格と

して配分される一方で、有形固定資産については、その公正価値がいくらの場合であ

っても取引価格の配分額はゼロとなることを指摘している。 

16. シナリオBでは、資産グループの取得原価CU330に対し、生物資産及び金融資産の公
正価値の合計額 CU350 の方が大きいため、差額の CU20 をどのように配分するかを決

定する必要が生じることから、生物資産及び金融資産それぞれに対する取引価格の配

分額は当該資産の公正価値にはならない点がシナリオAと異なる。 

17. IASBスタッフは、資産グループに取得原価で測定される他の資産が含まれる場合（シ
ナリオ A）では金融資産及び生物資産に対してそれぞれの公正価値の金額が配分され

る一方で、資産グループに金融資産及び生物資産のみが含まれる場合（シナリオ B）

では配分額は公正価値の金額とはならない点を指摘している。 
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図表1 IASBスタッフが使用したシナリオ（第2のアプローチ） 

次の資産グループをCU330で取得する。 

（単位：CU） 

取得したグループに含まれる識別可能な資産 
シナリオA 

公正価値 

シナリオB 

公正価値 

有形固定資産4 20 - 

生物資産 280 300 

金融資産 50 50 

識別可能な資産の公正価値の合計額 350 350 

 

図表2 IASBスタッフが使用したシナリオ（シナリオA） 

（単位：CU） 

識別可能な資産 配分額 説明 

有形固定資産 - ※ 

生物資産 280 公正価値（当初測定額）を配分 

金融資産 50 公正価値（当初測定額）を配分 

資産グループの取得原価 330  

 ※資産グループの取得原価から生物資産及び金融資産に配分された額を控除した残額を配分す

る。有形固定資産の公正価値の金額にかかわらず、有形固定資産に対する配分額はゼロとなる。 

 

18. IASBスタッフは、IFRS第3号の第2項(b)以外の追加的な要求事項又は説明なしに、
第1のアプローチが唯一の読み方であると結論付けることはできないと考えた。従っ

て、もし、企業が報告する額に対し、この問題が重大な影響を与えることが見込まれ

るならば、IFRS第3号を変更する必要があると結論付けた。 

19. しかし、IASBスタッフは、企業が報告する額に対し、この問題が重要な影響を有する
という証拠を得るまでには至らなかった。第三者との取引を前提とすると、識別可能

な個々の資産及び負債の公正価値の合計額が資産グループの取引価格を大きく異なる

ようなケースはそれほど多くはないのではないかと考えた。また、上述した割安購入

                            
4 IAS第16号「有形固定資産」は、有形固定資産について、取得価額で当初測定することを求めて

いる。 
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益を認識する場合と同様の手続きの見直しを行うことにより、差額はより小さくなる

ものと考えた。 

20. これらを踏まえ、IASBスタッフは以下の提案を行った。 

(1) 資産グループの取得の会計処理を行う際に考え得るアプローチを、第 1 のアプ
ローチ及び第2のアプローチに絞ること 

(2) 企業が報告する額に対し、この問題が重大な影響が与えるという証拠を得られ
なかったために基準設定のアジェンダに加えなかったことを説明すること。こ

れにより、市場関係者は、アジェンダ決定案へのコメントとして、その証拠を提

供することが可能となる。 

IFRS-IC会議での議論の結果 

21. IFRS-IC メンバーのほとんどは、第 1 のアプローチが望ましいとしつつも、実務で行
われている方法は第2のアプローチであり、金融商品の当初認識時に利得又は損失を

認識することを避けるための手法としても、これを排除することはできないとした。 

22. アジェンダ決定案で2つの見解が示されることにより、実務のばらつきが拡大するこ
とを懸念する声が聞かれた。 

23. IFRS-IC メンバーは、企業が第 1 のアプローチと第 2 のアプローチとの比較を財務諸
表上で提供していないことから、スタッフがこれ以上調査しても、両者間に重大な影

響があるかどうかを把握することは難しいだろうと考えた。 

24. 議論の結果、スタッフ提案どおり、本論点をアジェンダとして取り上げないことが僅
差で決定され、次の内容を含むアジェンダ決定案が公表されている（公表されたアジ

ェンダ決定案の仮訳を別紙1に記載している）。 

(1) グループの取引価格と識別可能な資産及び負債の個々の公正価値の合計額との
間に差異がある場合には、取引価格を配分する前に、このような差異が本当に

存在するのかどうかを評価するため、最初にそれらの個々の公正価値の算定に

使用した手続きが見直される。 

(2) その後に、IFRS第3号第2項(b)の合理的な読み方として、第1のアプローチ
又は第2のアプローチのうち、いずれかのアプローチが適用される。 

(3) IFRS-ICは、これらの2つのアプローチを適用した結果が、企業が報告する金
額に重要な影響があると見込まれるという証拠を得なかったため、当該論点を

基準設定のアジェンダに追加しないことを[決定した]。 
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今後の予定 

25. IFRS-ICは、アジェンダ決定案について、2017年8月21日までコメントを募集してお
り、今後の会議において、当該アジェンダ決定案を最終化するかどうかについて再検

討する予定である。 

 
以 上   
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（別紙1） 

 

2017年6月のIFRIC Updateに掲載された「アジェンダ決定案」の仮訳 

 

IFRS第3号「企業結合」――事業を構成しない資産グループの取得 

 委員会は、事業を構成しない資産グループの取得を企業がどのように会計処理するのか

の明確化を求める要望を受けた。より具体的には、要望提出者は、下記の場合に、識別可

能な取得した資産及び引き受けた負債への取引価格の配分方法についての明確化を求め

た。 

a. 識別可能な資産及び負債の個々の公正価値の合計が、取引価格と異なっており、かつ、 

b. 当該グループが、原価と原価以外の金額の両方で当初測定された識別可能な資産及び
負債を含んでいる。 

IFRS第3号の第2項(b)は、企業が資産グループの取得時に下記を行うことを要求してい

る。 

a. 個々の識別可能な取得した資産及び引き受けた負債を識別して認識する。 

b. 当該グループの原価を個々の識別可能な資産及び負債にそれらの取得日現在の公正価
値の比率に基づいて配分する。 

他のIFRS基準には、特定の資産及び負債についての当初測定の要求事項が含まれている

（例えば、金融商品に対してはIFRS第9号「金融商品」及び投資不動産に対してはIAS第40

号「投資不動産」）。 

委員会は、企業が当初に、グループの取引価格と識別可能な資産及び負債の個々の公正

価値の合計額との間に差異がある可能性があると考えた場合には、取引価格を配分する前

に、このような差異が本当に存在するのかどうかを評価するため、最初にそれらの個々の

公正価値の算定に使用した手続を見直すと考えた。 

委員会はそれから、グループの取得の会計処理についての2つの可能な方法を検討した。 

第1のアプローチを適用した場合、企業はグループの取得を次のように会計処理する。 

a. 取得日に認識する個々の識別可能な取得した資産及び引き受けた負債を識別する。 

b. 識別可能な資産及び負債のそれぞれについての個々の取引価格を、グループの原価を
当該資産及び負債の取得日現在の公正価値の比率に基づいて配分することによって決

定する。 

c. 識別可能な取得した資産及び引き受けた負債のそれぞれに適切な基準における当初測
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定の要求事項を適用する。企業は資産又は負債が当初測定される金額と個々の取引価

格との差額を、関連する要求事項を適用して会計処理する。 

第2のアプローチを適用した場合、原価以外の金額で当初測定された識別可能な資産及び

負債について、企業は当該資産又は負債を適用されるIFRS基準で定めている金額で当初測

定する。企業はグループの取引価格から、原価以外の金額で当初測定された資産及び負債

に配分された金額を除外し、残りの取引価格を残りの識別可能な資産及び負債にそれらの

取得日現在の公正価値の比率に基づいて配分する。 

委員会は、事業を構成しない資産グループの取得に関するIFRS第3号の第2項(b)の要求事

項の合理的な読み方は、このアジェンダ決定で示した2つのアプローチのいずれかとなると

結論を下した。委員会は、企業は自らの要求事項の読み方をこのような取得のすべてに整

合的に適用すると考えた。 

分析を踏まえて、委員会は資産グループの取得に関するプロジェクトを基準設定アジェ

ンダに追加すべきかどうかを検討した。委員会は、このアジェンダ決定に示した2つのアプ

ローチを適用した結果が、企業が報告する金額に重要な影響があると見込まれるという証

拠を得なかった。したがって、委員会はこの事項を基準設定アジェンダに追加しないこと

を［決定した］。 
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（別紙2） 

関連する基準等 

 

IFRS第9号「金融商品」 

（付録B 適用指針） 

測定（第5章） 

当初測定（セクション5.1） 

B5.1.1 当初認識時における金融商品の公正価値は、通常、取引価格（すなわち、支払対価又は受

取対価の公正価値。B5.1.2A項及びIFRS第13号も参照）である。しかし、支払対価又は受

取対価の一部が当該金融商品以外に対するものである場合は、企業は当該金融商品の公正

価値を測定しなければならない。例えば、無利息の長期の貸付金又は債権の公正価値は、

すべての将来入金額を類似の信用格付けを有する類似の商品（通貨、期間、金利の種類及

び他の要因に関して類似するもの）に対する通常の市場金利を用いて割り引いた現在価値

で測定できる。追加的な貸出金額は、何らかの他の種類の資産として認識の要件を満たす

場合を除き、費用又は収益の控除である。 

 

IAS第41号「農業」 

認識及び測定 

12 生物資産は、当初認識時及び各報告期間の末日において、売却コスト控除後の公正価値で

測定しなければならない。ただし、第 30 項で説明している、公正価値が信頼性をもって

測定できない場合を除く。 

 

利得及び損失 
26 生物資産を売却コスト控除後の公正価値で当初認識すること及び生物資産の売却コスト控

除後の公正価値の変動により生じる利得又は損失は、発生した期の純損益に含めなければ

ならない。 

27 生物資産の売却コスト控除後の公正価値を算定するにあたって売却コストを控除するた

め、生物資産の当初認識時に損失が発生する場合がある。新たに子牛が生まれた場合のよ

うに、新たな生物資産の当初認識時に利得が発生する場合もある。 

 

以 上 


